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１．はじめに

　今日の高度に競争的な市場にあって製造業者が競争優位を維持し，組織の成長を促進するため
には，カスタマイズされた流通サービスの提供を受けることが，極めて重要である（Kalwani & 

＜要　　約＞
　今日，流通業者と協調的関係を構築して，自社製品に適合するようにカスタマイズされた流通
サービスの提供を受けることが，製造業者にとってますます重要になってきている。しかし，製
造業者がなぜ流通業者との協調的関係を拡張しようとする意図を持つかを説明するという課題に
対して，既存研究は概して２つのアプローチで取り組んできたが，そのいずれもが課題への解答
に成功しているとは言いがたい現状にある。すなわち，特定の製造業者に対して自身の資産を特
殊化した流通業者は，その製造業者によってホールドアップされる危険があるため，協調的関係
の構築・維持は不可能であると提案されたり，このホールドアップ問題の背後にある利己的行動
の前提を無視して，コミットメントや信頼といった社会心理学的構成概念を導入することによっ
て協調的関係を説明しようと試みられたりしてきたのである。そこで，本論は，こうした既存の
２つの研究アプローチの問題を克服するために，繰り返しゲーム理論アプローチのアイデアを援
用し，マーケティング・チャネルにおける製造業者の関係拡張意図を説明するための因果モデル
を構築した。そして，構築した因果モデルに対して，144社の製造業者のビジネス・ユニットのマ
ネジャーから得られたデータを用い，構造方程式モデリングによって実証分析を行った。分析の
結果，製造業者の関係拡張意図は，流通業者の資産特殊性が製造業者の長期志向を高めることを
通じて，高まるということが示された。また，流通業者の機会主義によって低まることも見出さ
れた。

＜キーワード＞
　マーケティング・チャネル，関係拡張意図，資産特殊性，機会主義，長期志向，構造方程式モ
デリング
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Narayandas 1995; Frazier 1999; Ghosh & John 1999）。製品に適合した追加的なカスタム・サービスは，
消費者選好を作りだし，小売販売を高めるであろう（Williamson 1985）。製造業者の中には，より
よいサービスを獲得するために卸売業者および／あるいは小売店舗を所有する業者もいる一方で，
必要とされるカスタム・サービスを獲得するために，独立系流通業者と好ましい関係性を作りだ
す業者もいる。
　しかし，初期の取引費用モデルは，製造業者が独立系流通業者からカスタマイズされた流通サ
ービスの提供を受けることは不可能であると主張してきた（Williamson 1975）。もし流通業者があ
る特定の製造業者が製造する製品に適合するようにカスタマイズされた流通サービスを提供する
ために自身の資産を特殊化するならば，製造業者はその流通業者を容易に「ホールドアップ」す
ることができる。すなわち，特殊化された資産が他の製造業者が製造する製品に対して生む価値
が低いことに付け込んで，その流通業者と有利に価格再交渉をすすめるなどの行為に及ぶことが
できるのである（Klein et al. 1978）。このようなホールドアップ問題を恐れる流通業者は，自身の
資産を特殊化しようとはしないかもしれず，それゆえ，製造業者が他の製造業者に対する競争優
位を創造・持続させるために特殊化された流通業者の資産を活用することは不可能かもしれない
というのである。しかしながら，現実世界においては，流通業者との間に協調的関係を構築する
ことによって，自社製品に適合するようにカスタマイズされた流通サービスの提供を受けること
に成功してきた製造業者は確かに存在する。彼らは，いかにしてホールドアップ問題を生じさせ
ることなく協調的関係を構築することができるのであろうか。取引費用モデルはこの課題に対す
る解答に失敗しているのである。
　これに対して，関係性マーケティング研究は，ホールドアップ問題はいかにして解決されるの
であろうかという課題に対して解答を試みてきた。具体的には，相殺投資（Heide & John 1988），
規範（Heide & John 1992），信頼（Anderson & Narus 1990; Moorman et al. 1993; Morgan & Hunt 1994），
あるいはコミットメント（Morgan & Hunt 1994）などのような，多様な構成概念を新しく導入し，
それらの構成概念によって協調的関係を説明しようとしてきた。しかしながら，関係性マーケテ
ィング研究によって提唱されてきたこれらの仮説は，取引費用モデルによって指摘されたホール
ドアップ問題の背後にある利己的行動の前提を無視しており，それゆえ，理論的一貫性が欠如し
ているという大きな問題を抱えてしまっている（cf., Heide & Miner 1992）。取引費用モデルおよび
関係性マーケティング研究という２つの研究アプローチが抱える問題を克服するために，本論は
ゲーム理論的アプローチを援用する。そして，利己的行動の前提の下で，製造業者がなぜ，いか
にして，ホールドアップ問題を生じさせることなく，流通業者との協調的関係を構築・拡張しよ
うとする意図を持つかということを説明する因果モデルを構築する。本論における残余の節の構
成は，以下の通りである。まず，第２節においては，マーケティング・チャネルにおける協調的

１）１）

２）２）

 1）　例えば，Womack et al. （1990），Asanuma （1994），浅沼 （1997），藤本 （1997）などを参照のこと。さらに，
製造業者ではなく小売業者を主体とした研究として，矢作 （1994） が挙げられる。また，協調的関係の生成
に失敗することで生じる様々な問題を指摘する研究として，Holweg & Pil  （2004） が挙げられる。

 2）　よりフォーマルな分析については，久保・小野 （2008） を参照のこと。
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関係についての既存研究をレビューする。つづく第３節においては，製造業者の関係拡張意図を
説明するためのモデルを，実証分析が可能な因果モデルの形で提案する。そして，第４節におい
ては，構造方程式モデリングを用いて，144社の製造業者のビジネス・ユニットから収集した定量
データを用いて実証分析を行い，その結果について吟味する。最終節である第５節においては，
本論における分析結果から抽出することのできる知見と貢献，および，今後の課題について議論
する。

２．既存研究

　伝統的なマーケティング・チャネル研究は，チャネル・メンバーのことを，私利のためにパワー
を用いて相手を搾取するような，完全に利己的なプレイヤーとして描いてきた（Stern & Reve 

1980）。しかし，最近20年間においては，協調的関係という概念がチャネル研究者たちの注目を
集めてきた。協調的関係とは，チャネル・メンバーたちが，たとえ協調しないことによって自ら
の利得を増やせる機会を持っていたとしても，お互いに協調しあっている関係のことである。本
節においては，そうしたチャネル・メンバー間の協調的関係についての既存研究を検討する。

２─１．取引費用モデルとホールドアップ問題
　取引費用モデルは，製造業者が流通業者から流通サービスを入手する際に負わなければならな
い取引費用に焦点を合わせるマーケティング・チャネル研究者たちによって広範に援用されてお
り（Anderson 1996），流通サービスの購買／自製（Anderson & Schmittlein 1984; Palay 1984; Anderson 

1985; Maltz 1994）や，企業境界（Klein 1989; Klein et al. 1990; Erramilli & Rao 1993）を検討するため
の枠組としても用いられてきたが，協調的関係を分析するためにも用いることができる（Langlois 

& Robertson 1995; Buvik & John 2000; Rokkan et al. 2003）。取引費用論者によると，資産特殊性が存
在するとき，ホールドアップ問題は不可避である（Klein et al. 1978）。
　例えば，製造業者が自社製品を競合製品より効率的に流通させるということだけを目的にして，
自社製品に適合した物流センターを建設するための投資を行うように，流通業者に対して要求を
行ったとしよう。この物流センターは，他の製造業者のために使用しても大した価値を生み出さ
ないという意味で，その製造業者のためだけに特殊化された資産とみなすことができるものとす
る。この新しい物流センターの真のパフォーマンスは操業を開始するまでは未知であるため，例
えば価格決定問題や予期されない問題の解決をめぐって，この製造業者と流通業者の間には様々
なコンフリクトが生じる危険性がある。これらのコンフリクトに対する対処方法の１つとして挙

３）３）

 3）　ただし，本論では，より伝統的なマーケティング・チャネル研究で行われてきたパワー・コンフリクト論に
基づく協調的関係論については紹介されない。既に十分なレビューが存在することと，資産特殊性という現
代的なマーケティング・チャネル研究に必須が要因が含まれていないことがその理由である。パワー・コンフ
リクト論に基づく協調的関係を扱った邦文レビューとしては，高嶋（1994），渡辺（1997），高橋 （2006） が
挙げられる。
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げられるのは，明文化された契約を事前に
4 4 4

（ex ante）作成するという方法かもしれない。仮にそ
のような完備契約を書き下すことができたならば，全ての取引は市場によってガバナンスできる
ため，垂直統合型企業は消失し，協調的関係も不要になっていたであろう（Coase 1937; 

Williamson 1975; Grossman & Hart 1986）。しかしながら，事前に
4 4 4

全ての生じうる事態（contingency） 

を予測し，完備契約を書き下すことは，現実的には不可能であろう。
　ひとたび流通業者が特定の製造業者のために物流センターに対して投資を行って，その製造業
者に対する資産特殊性が高まれば，その流通業者は，もはやサンク・コストを負担することなく
してはその取引から退出することはできない。流通業者が資産を特殊化した相手の製造業者は，
価格を統制するために事後に

4 4 4

（ex post）再交渉を行うことができ，それによって，その流通業者
から専有可能準レント（appropriable quasi rent）を搾取することができる。このことがホールド
アップ問題を生じさせるため，流通業者は，特殊化された設備に対して投資することによって，
同じマーケティング・チャネルにおける製造業者が製造した製品に適合するようにカスタマイズ
された流通サービスを提供しようとは全く考えなくなるであろうし，仮に特殊化された設備に投
資を行ったとしても，その投資額は自身の利潤最大化水準にとどまるであろう。これでは製造業
者が必要とするカスタマイズされた流通サービスは，十分には得られない。それゆえ，取引費用
論者は，製造業者は流通業者を垂直統合すべきであると結論づけているのである。単一企業が物
的資産の全ての所有権を持つことによって，そのマーケティング・チャネルはホールドアップ問
題を回避して，より高い資産特殊性を持つことができるため，競合する他のマーケティング・チ
ャネルに対して競争優位を得ることができるというのである（Williamson 1985）。
　取引費用モデル（Williamson 1985）は，資産特殊性がホールドアップ問題を招くため，市場取
引は垂直統合に置き換えられると主張したが，現実世界においては，垂直統合は常に生じている
わけではない。これに関連して，Williamson（1975）が，市場取引と階層という２タイプのガバ
ナンス・メカニズムしか認めなかったのに対して，Williamson（1985）は立場を改めて，関係的
契約に基づく双方的ガバナンス（bilateral governance）の存在を認め，もし２人のプレイヤーが互
いに特殊資産や評判に関して人質（hostage）を提供するならば双方的ガバナンスも機能すると提
案した。しかしながら，この人質モデルは２期しか仮定していないモデルであり，それゆえ，長
期にわたる継続的な関係を説明することに成功したと見なすことはできないであろう。現代にお
ける実際のマーケティング・チャネルにおいては，製造業者は，ホールドアップ問題に直面する
ことなく，自社製品に適合するようにカスタマイズされた流通サービスの提供を流通業者から受
けるために，２期に限らず長期継続的な協調的関係を維持しており，他の製造業者に対する競争
優位を獲得しているのである。取引費用モデルと現実とのこうしたギャップを架橋するという課
題は，その後の研究にとって重要な研究トピックになった。その代表的な研究群が，社会心理学
的な構成概念を導入した一連の関係性マーケティング研究である。

２─２．関係性マーケティング研究
　多くの関係性マーケティング研究者たちは，取引費用の逆説的な課題を取り扱ってきた。例え
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ば，Ardnt（1979）は，全ての潜在的事態が契約に明文化されているという古典的契約に基づく
形態である市場取引と，権威（authority）が契約を執行するという新古典的契約に基づく階層
（hierarchy）とを比較した。彼の内部化市場モデル（domesticated market model）においては，チ
ャネル・リーダーがチャネル・メンバーと長期的関係を結び，その結果，市場取引では入手できな
かった様々なベネフィットを得ることができる様子が描かれている。このモデルによると，関係
性の維持はリーダー企業の権威によってなされており，メンバーの自発的なインセンティブによ
ってなされるわけではない。また，Dwyer et al.（1987）も，協調的関係をハイブリッド取引と見
なしてモデルを構築している。Ardntと Dwyer et al.は，市場でも組織でもない関係がいかにし
て資産特殊性を高めて協調的関係の維持に寄与するかという課題を解くための方向性を切り開い
たと評価することができるであろう。しかし，彼らはミクロ的な基礎付けを考慮しておらず，取
引の内部組織的性格を強調したのみである点で問題を抱えている。
　Heide & John（1988）が主張することには，一方のプレイヤーだけが他方のプレイヤーに対し
て関係特定的投資を行い資産特殊性を高める場合においては，古典的な取引費用モデルが描写し
てきたように，ホールドアップ問題のせいで協調的関係は維持できない。しかし，一方のプレイ
ヤーが関係特定的投資を行うのと同時に他方のプレイヤーが相殺投資（offspring investment）を
行う場合においては，ホールドアップ問題は生じず，なおかつ，両方のプレイヤーが関係特定的
投資によってより高いベネフィットを得ることができるために，関係性は固定化され，取引相手
をスイッチしようとする行為も減じられるという。Anderson & Weitz（1992）もまた，双方的な
関係特定的投資を扱った。彼らは，協調的関係に対する各チャネル・メンバーのコミットメント
の説明を試みて，プレイヤーのコミットメントは事前の

4 4 4

契約によって影響されることはなく，事
4

後の
4 4

特異的投資（idiosyncratic investment）によって影響されると結論づけた。Heide & John（1990） 

は，サプライヤーの関係特定的投資は，関係継続性期待を高め，したがって，サプライヤーとバ
イヤーの共同行為を促進すると主張した。この主張は，関係特定的投資は協調的関係を補強する
という Anderson & Weitz（1992）の主張と類似している。
　関係性マーケティング研究は，社会心理学的構成概念を導入してきた点でもまた特徴的である。
例えば，Heide & John（1992）は，機会主義的行動の抑制要因として，規範（norm）という概念
を導入した。彼らは，規範と関係特定的投資の交互効果は買い手の行動のコントロールの程度に
正の効果を及ぼすと仮説化し，資産特殊性は市場取引においては機会主義的行動をもたらすと主
張している。さらに，Morgan & Hunt（1994）は，コミットメントとそれを高める信頼は企業間
の関係性を形成するには必須であると主張した。
　以上の研究群は，２つの大きな問題を抱えている。すなわち，第１に，これらの研究は，長期
的な協調的関係について，十分には説明していない。流通業者の資産特殊性が製造業者の機会主
義的行動を誘発するため，協調的関係自体は壊れやすい性質を持っている。それゆえ，資産特殊
性を伴う協調的関係を説明するためには，長期的な観点が必要であると考えられる。ところが，

４）４）

 4）　Heide & John （1992） の追随研究として Berthon et al. （2003） を併せて参照のこと。
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上記の研究群はそうした視点を持ちあわせてはいない。第２に，上記の研究は，取引費用モデル
をはじめとする伝統的な研究プログラムとの理論的一貫性を欠いている。規範，信頼，コミット
メントといった，関係性マーケティング研究における社会心理学的構成概念は，利潤最大化とい
う観点に合致しておらず，人間の非合理性を暗示した概念である。例えば，「意図に関する信頼
（intentional trust）」（Andaleeb 1992）は，相手プレイヤーは裏切ることが可能なのに裏切らないで
あろうとプレイヤーは信じているという非合理性の仮定を伴っているが，こうした非合理性の仮
定は，取引費用モデルの限定合理性や機会主義といった，プレイヤーは利己的であり自らの利潤
を目指して限定合理的に行動するという従前の仮定とは一貫していないのである。

２─３．協調的関係に関するゲーム理論
　マーケティング・チャネルにおける協調的関係は，ゲーム理論によって首尾よく説明すること
ができるであろう。プレイヤーが利己的であるという仮定のもとで継続的な取引の維持を説明で
きるという点で，すでにゲーム理論的アプローチに注目しているマーケティング研究者も存在す
る。例えば，Heide & Miner（1992）は，マーケティング・チャネルにおける垂直的取引を囚人の
ジレンマとして定式化した。相手プレイヤーを裏切れば，そのプレイヤー個人は確かに，より高
い利得を得ることができるかもしれない。しかし，協調的関係を築けば，両方のプレイヤーの結
合利得をさらに高めることができる。このことは，１回の取引よりも無限回の長期取引において
顕著である。なぜなら，第１に，もし取引が裏切りで終了したならば，企業には次の取引のため
に別の相手を探すための探索費用が生じ，第２に，裏切りがもたらす厳しい交渉は，サンク・コ
ストを必要とするからである。しかし，１回の囚人のジレンマにおいては，製造業者と流通業者
の協調は実現可能ではない。
　確かに，もしプレイヤーの組み合わせが各回の取引のたびに変更されるならば，両方のプレイ
ヤーは短期的な利得を得ようとするため，彼らが裏切ることは避けられない。取引の不連続性は，
裏切り状況をもたらすのである。この状況を離散取引（discrete transaction）と呼んで，相手プレ
イヤーが頻繁に変わる場合に裏切りがどのように生じるのかを説明するための離散取引モデルを
提案してきたマーケティング研究者もいる（Dwyer et al. 1987; Heide 1994）。協調的関係は，その
ような状況では生じないであろう。
　現実世界においても，このような囚人のジレンマ状況が数多く存在するかもしれない。しかし，
現実の人々は，１回の囚人のジレンマ・ゲームの中の囚人とは異なり，協調的に行動することも
しばしばある。こうした協調的行動は，繰り返しゲームによって説明されるであろう。無限回の
囚人のジレンマ・ゲームにおいては，Axelrod（1984）が仮説化したとおり，プレイヤーが将来利
得を重視する場合に限っては，協調的関係をもたらすと考えられるのである。

５）５）

 5）　ただし，マーケティング・チャネル研究においてゲーム理論を援用する研究者の関心は，長期取引やそれ
に伴う協調的関係よりも，サブゲームの段階が限定された世界における制度設計に偏っている傾向がある。
例えば Jeuland & Shugan（1983），Ingene & Parry（1995, 2004），Nariu & Torii （1999），Raju & Zhang （2005）
を参照のこと。
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　Axelrodの仮説を分析するために，Heide & Miner（1992）は，「プレイヤーが［関係が］不確
定な将来に向けて継続していくであろうとプレイヤーたちが期待する程度」（pp. 268-269）を指す
「関係の拡張性」なる概念を導入し，関係の拡張性が協調水準と正の相関を持つ証拠を提示した。
また，Weiss & Kurland（1997）は，過去の関係の長さと流通業者の資産特殊性の相互作用が，製
造業者が関係を終了させようとする意図を低下させるということを示した。
　以上のように，繰り返しゲームのアイデアの貢献は注目すべきであるが，これを資産特殊性に
よって特徴づけられる現代のマーケティング・チャネルにおけるより複雑な状況に応用するのは
困難であろう。別の要因として資産特殊性が考慮されなければならないという点において，繰り
返しゲームのアイデアには拡張の余地が残されているのである。

２─４．関係的契約
　Heide（1994）は，取引のガバナンス構造を，市場ガバナンス，階層ガバナンス，および双方
的ガバナンスという３タイプに分類した。後述することであるが，双方的ガバナンスは関係的契
約，もしくは公式契約のない協調的関係に関連している。Heideは，これらのガバナンス構造は
執行メカニズムの点でお互いに異なっていると主張した。
　取引のガバナンス構造は，取引が市場メカニズムによってガバナンスされるかどうかに基づい
て，市場ガバナンスと非市場ガバナンスに大別される（Coase 1937）。一方において，市場ガバナ
ンスとは，離散取引のことである（Heide 1994）。完備契約においては，チャネル・メンバーは，
取引される財の品質と数量を完全に識別できるであろう。このような完備契約の性質のために，
契約は，関係の外部にある法体系によって執行することができる。
　他方において，非市場ガバナンスとは，完備契約を伴わずに生じるガバナンスのことである
（Grossman & Hart 1986）。このガバナンスは，さらに，階層ガバナンスと双方的ガバナンスに大
別される（Heide 1994; Lamoreaux et al. 2003）。階層ガバナンスとは，内部化市場モデル（Ardnt 

1979）によって記述された内部取引のことである。このガバナンスにおいて，契約は，関係性の
内部的要素である経営者の権威によって執行されるであろう。
　双方的ガバナンスとは，関係的契約のことである。このガバナンスにおいて，契約は，Heide

が述べているように，チャネル・メンバー間の相互利益によって執行されるであろう。彼らの論
述は詳細ではないものの，ガバナンス研究者の中には，（市場ガバナンスのように）あたかも明文
化された契約が存在するかのように維持され，もしくは（階層ガバナンスのように）経営者の権威
を構成（constitute）しているような行動の集合のことを，契約の一種と見なすことができると述
べる研究者もいる。こうした契約は，市場ガバナンスのように関係の外部にいる第三者の権威に
よって執行されるわけでも，また階層ガバナンスのように関係内部のリーダーの権威によって執
行されるわけでもない。関係に関わっている人々がその関係を将来にわたって維持することによ
って得られる価値によって執行される非公式な合意なのである。彼らは，それゆえ，こうした契

６）６）

 6）　引用文中の［　］内は本論著者による補足である。
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約のことを，関係的契約と呼んでいるのである（Macneil 1978; Baker et al. 2002）。
　完備契約が第三者（例えば法廷）に対して立証可能（verifiable） なように明文化できるような理
念的世界においては，資産特殊性をもたらす関係特定的投資は，あらゆるマーケティング・チャ
ネルの全てのメンバーにとって実行可能であろう。しかしながら，現実世界においては，完備契
約はほとんどありえないため，関係特定的投資は第三者に対して立証可能ではない。その結果，
企業は市場ガバナンスではなく階層ガバナンスを選択するであろう。実際，スポット取引で，な
おかつ資産特殊性が高いケースを議論する際には，垂直統合が示唆されてきた（Grossman & Hart 

1986）。
　しかしながら，長期取引においては，関係的契約が生じうる。相手プレイヤーが契約を破った
場合にはその相手を罰することができるため，関係的契約は，取引の長期利益が高ければ執行さ
れうるのである（Antia & Frazier 2001）。ひとたび Nash均衡に到達すると，全てのプレイヤーに
とって裏切るインセンティブがなくなり，その契約は自己拘束的になる（Buvik & John 2000）。そ
の結果，協調的関係の維持につながる可能性があるのである（Baker et al. 2002; Lamoreaux et al. 

2003）。

３．モデルの構築

　前節においては，チャネル・メンバー間の協調的関係に関連する既存研究，すなわち，取引費
用論，関係性マーケティング研究，無限回囚人のジレンマ・ゲームを援用した研究群，関係的契
約論を検討した。本節においては，前節における議論を念頭に置きつつ，マーケティング・チャ
ネルにおける製造業者の関係拡張意図とそれを規定する要因に関する因果モデルを構築する。

３─１．製造業者の長期志向と関係拡張意図の関係
　Heide & Miner（1992）は，製造業者と流通業者の取引関係は囚人のジレンマとみなすことが
できると指摘した。短期の取引関係は，１回の囚人のジレンマ・ゲームによって特徴づけられる
だろう。１回の囚人のジレンマ・ゲームの下では，製造業者も流通業者も，互いの選択について
の知識を持たないまま，協調もしくは裏切りを選択する。すると，マーケティング・チャネルの
総利潤が最大化されるのは，両社が協調を選択する場合であるが，各メンバーの利潤は，相手が
どちらを選択するかにかかわらず，そのメンバーが裏切りを選択する場合に高くなるため，社会
的に望ましくない均衡（裏切り，裏切り）に帰着するだろう。しかしながら，繰り返しゲームに
おいては，チャネル・メンバーは，もし相手が裏切りを選択したならば次回は自身が裏切ること
によって罰することにして，協調を選択することができるかもしれない（Axelrod 1984）。
　繰り返しゲームもしくは長期取引は，常に協調に帰着するわけではない。Heide & Miner（1992） 

が指摘しているように，Axelrod（1984）は，現在利益を将来利益よりも重視しているようなチ
ャネル・メンバーは協調を選択するであろうということを示した。Heide & Minerは Axelrodの
仮説のテストを試みたものの，彼らは不適切な方法論を用いたため，テストに失敗してしまって
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いる。それに対して，Weiss & Kurland（1997）は，過去の関係の長さが関係性の終了見込みに対
して負の影響を及ぼすことを発見し，長期志向が関係拡張性に正の影響を及ぼすことを示唆して
いる。裏切りに伴う短期利益より協調に伴う長期利益を重視するような製造業者は，流通業者と
の関係性を拡張しようとするであろう。したがって，以下の仮説を設定する。すなわち，

　　　仮説１：製造業者の長期志向は，彼／彼女の関係拡張意図に対して正の影響を及ぼす。

３─２．流通業者の資産特殊性と製造業者の長期志向の関係
　マーケティング・チャネルにおける流通業者の資産特殊性は，製造業者の長期志向に大きな影
響を及ぼすであろう（Heide & John 1990; Baker et al. 2002）。もし流通業者が特定の製造業者に対し
て自身の資産を特殊化し，カスタマイズされた流通サービスを提供することを意思決定したなら
ば，製造業者は，協調したほうが長期利潤は高いため，流通業者との協調的関係を持続しようと
するであろう。製造業者が裏切りによって短期利潤を獲得したいと望む場合には，特殊化された
資産はホールドアップの引き金になってしまうかもしれない（Anderson 1988; Rokkan et al. 2003）。
しかし，製造業者が流通業者を裏切ることを選択すれば，他の全ての流通業者がもはや自身の資
産をその製造業者に対して特殊化しなくなるであろうし，全ての流通業者が資産を特殊化しなく
なれば，製造業者の長期利潤は大幅に低下してしまうであろう（Kreps 1990）。したがって，繰り
返し囚人のジレンマ・ゲームによって示唆されているように，製造業者は流通業者と協調するこ
とを選択するであろう。したがって，以下の仮説を設定する。すなわち，

　　　仮説２： マーケティング・チャネルにおける流通業者の資産特殊性は，製造業者の長期志
向に対して正の影響を及ぼす。

３─３．流通業者の機会主義と製造業者の関係拡張意図の関係
　囚人のジレンマ・ゲームに示唆されているように，チャネル・メンバーは相手が裏切るであろう
と疑うならば，相手を裏切ろうとする。チャネル・メンバーは，自分自身が長期志向を持ってい
たとしても，相手が類似した意図を持っていなければ，関係拡張に成功しないであろう。短期志
向，あるいは短期志向の知覚は，協調的関係を破壊するのである。この状況は取引費用モデルに
おいて「陰険な私利の追求」と定義される「機会主義」という概念に関連している（Williamson 

1975, p.6）。多くの関係性マーケティング論者は，この機会主義の前提を無視して「信頼」や「コ
ミットメント」といった非機会主義的な構成概念を導入している（cf., Anderson & Weitz 1989, 

1992）が，機会主義という概念を拡張して応用している論者もいる。Wathne & Heide（2000）は，
非公式契約（informal contract）の下では，機会主義的なチャネル・メンバーは互いに裏切るであ
ろうと主張した。加えて，Brown et al.（2000）は，チャネル・メンバーの中には他のチャネル・メ
ンバーより機会主義的なチャネル・メンバーもいると述べている。流通業者がその製造業者を犠
牲にして私利を追求する機会を持っていると知覚した製造業者は，機会主義的な流通業者を信頼
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することをやめるため，その製造業者の関係拡張意図は低く維持されるであろう（Anderson & 

Weitz 1989）。したがって，以下の仮説を設定する。すなわち，

　　　仮説３： （製造業者に知覚された）流通業者の機会主義は，製造業者の関係拡張意図に負
の影響を及ぼす。

　以上の３つの仮説は，図１に示されるような因果モデルとして要約されるであろう。

図１　因果モデル

資産特殊性　ζ 1
γ 11（＋） β 21（＋）

γ 22（－）

長期志向　η 1

関係拡張意図　η 2

機会主義　ζ 2

４．実証分析

　前節においては，マーケティング・チャネルにおける製造業者の関係拡張意図とそれを規定す
る諸要因に関する因果モデルを構築した。本節においては，この因果モデルに対して行った実証
分析の方法および結果を提示する。

４─１．実証分析の方法
　分析に先立って，いくつかの産業に属する日本の製造業者のビジネス・ユニットのマネジャー
から，一次データを収集した。質問票は1,540名のマネジャーに対して郵送した。欠損値を含んだ
無効票以外に，消費者・ユーザーに直販を行っているために調査対象に該当しなかった企業を標
本から除いた結果，144通の質問票が使用可能であった（有効回答率 9.3％）。
　質問票の設計は，４つの構成概念から構成された図１に描かれたパス・ダイアグラムについて
構造方程式モデリング（SEM）を行うことができるように行った。SEMはマネジャーたちの心
理プロセスを分析する本論に適している。本論におけるほとんどの構成概念は既存研究に基づい
ているが，測定尺度は本論独自に開発された尺度である。まず，文献レビューに基づいて，構成

７）７）

８）８）

 7）　具体的には，食品，衣料，化学薬品，ゴム，工作機械，電気，精密機器，および自動車である。
 8）　この質問票調査は，慶應義塾大学大学院経済学研究科・商学研究科による日本学術振興会21世紀 COEプ
ログラム「市場の質に関する理論形成とパネル実証分析─構造的経済政策の構築に向けて─」の「経営・
会計班」による合同調査の一部として行われた。
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概念の概念的定義を明確化した。すなわち，資産特殊性は，流通業者がその資産を特定の製造業
者に対して特殊化している程度（Anderson 1988; Anderson & Weitz 1992），機会主義は，流通業者
がその製造業者に関連して機会主義的に行動する程度（Anderson 1988），長期志向は，その製造
業者にとって将来利益が重要である程度（Heide & Miner 1992; Ganesan 1994），そして，関係拡張
意図は，製造業者が流通業者との取引を拡張しようとする程度（Heide & Miner 1992）をそれぞれ
指す概念として定義した。次に，尺度項目の初期プールを開発したうえで，各項目のワーディン
グを，何人かのマーケティング実務家との議論に基づいて洗練化していった。このようにして加
筆・修正されて最終的に採用された測定尺度は，表１に示されているとおりとなった。既存の関
係性マーケティング研究に準じて，本論においても，１つのリフレクティブ尺度につき２つのイ
ンジケータを使用した。表１にまとめられているとおり，Cronbachの α係数は，全ての構成概
念について，その測定尺度の信頼性はやや低いものの受容可能な水準であることを示した。

　構造モデルを推定する前に，測定モデルを推定してモデルの妥当性を吟味するために，確認的
因子分析を行った。適合度指標（fit measure）と測定誤差は，提案されたモデルの適合性が高い
ことを示唆した。因子負荷量と測定誤差もまた，収束妥当性を評価するために受容可能な範囲で

９）９）

構成概念／定義／測定項目
Cronbach
の α係数

合成
信頼性

平均分散
抽出度

因子
負荷量

ξ1: 資産特殊性 .69 .70 .54
流通機能に遂行に必要な物的資産が製造業者に特殊化され
ている程度

X1: 物流設備は貴社専用ですか？ .66
X2: 販売情報システムは貴社専用ですか？ .80

ξ2: 機会主義 .69 .70 .53
製造業者が知覚する流通業者の不誠実な行動の程度

X3:  主要販売先は，自己利益の追求のために，貴社に嘘をつき
ますか？

.76

X4: 主要販売先は，貴社の足元をみた交渉をしてきますか？ .70
η1: 長期志向 .76 .79 .67

製造業者が将来の利益を重視する程度
X5: 現在の利益よりも，将来の利益を重視していますか？ .64
X6:  短期的な数字あわせよりも，長期的展望に基づいて取引を
していますか？

.97

η2: 関係拡張意図 .67 .68 .51
製造業者が流通業者との取引を今後も継続する意図の程度

X7: 主要販売先と共存の関係を維持していますか？ .75
X8: 主要販売先との関係に満足していますか？ .68

表1　測定尺度
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表1　測定尺度

 9）　信頼性係数は，仮説検証型の研究においては .70以上，探索的研究においては .60以上が望ましい（Bagozzi 
1994）。本論は仮説検証型の研究ではあるものの，やや甘い基準を用いて尺度を評価した。
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あった。構成概念間の弁別妥当性もまた，Fornell & Larcker（1981）によって推奨された手続き
を用いて吟味したところ，２つ一組の構成概念の組全てが検定を通過した。合成信頼性（composite 

reliability）および平均分散抽出度（average variance extracted）も，表１に記載されているとおり，
.50以上という推奨水準を首尾よく上回った（Hair et al. 1998）。
　さらに，適合度指標によっても，測定モデルの評価を行った。測定モデル全体のχ2統計量は，
21.96（p＞.08, d.f.＝14）であった。GFIおよび AGFIは，各々 .97および .91であり，.90以上とい
う推奨水準を首尾よく上回った（e.g., Bagozzi & Yi 1988）。RMSEAは .06であり，.08以下という推
奨水準を下回っているため，データに対してモデルが適合していることを示している（Browne & 

Cudeck 1993）。さらに，構成概念の全てのペアの相関係数を１に固定するという制約を伴った測
定モデルを推定したところ，この制約付き測定モデルの全体の χ2統計量は，168.24（p＜.01,  

d.f.＝17）であり，制約のない測定モデルとの全体のχ2統計量の差は，146.28（d.f.＝6; 臨界値＝

22.46）であった。このこともまた，構成概念間の弁別妥当性が高いことを示している。全てのパ
ラメータ推定値は，適切な符号を持ち，１％水準で有意であった。

４─２．実証分析の結果
　上記の予備分析を行った後に，構造モデル全体を推定した。構造モデルもまた，データに首尾
よく適合した。図２は，その推定結果を示している。測定モデル全体のχ2統計量は，33.37（p＞

.01, d.f.＝17）であった。GFIおよび AGFIは，各々 .95および .90であった。RMSEAは .08であった。
そして，同図に示されているように，構造方程式の全てのパラメータ推定値は，仮説どおりの符
号を持ち，１％水準で有意であった。また，内生変数の決定係数は，各々 .17（長期志向），および，
.86（関係拡張意図）であった。

注：*１％水準で有意。χ2＝33.37（d.f.＝17）, p＞.01, GFI＝.95, AGFI＝.90, RMSEA＝.08.

資産特殊性 長期志向

関係拡張意図

機会主義

図 2　推定結果
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　まず，長期志向は関係拡張意図に対して，有意な正の影響を及ぼしているという結果が得られ
た（β 21＝ .53, t＝5.50, p＜.01）。この結果は，製造業者がより高い長期志向を持っているならば，
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その製造業者が流通業者との関係を拡張しようとする意図はより大きいということを主張した仮
説１を支持する結果である。次に，資産特殊性は長期志向に対して，有意な正の影響を及ぼして
いるという結果が得られた（ γ11＝ .41, t＝3.24, p＜.01）。この結果は，マーケティング・チャネルに
おける流通業者の資産特殊性が高いならば，製造業者の長期志向はより大きいということを主張
した仮説２を支持する結果である。最後に，機会主義は関係拡張意図に対して，有意な負の影響
を及ぼしているという結果が得られた（ γ22＝－.71, t＝－5.59, p＜.01）。この結果は，流通業者が
より機会主義的に行動するならば，製造業者がその流通業者との関係を拡張しようとする意図は
より小さいということを主張した仮説３を支持する結果である。
　以上の結果は，総体的に，図１に示された因果モデルに対して支持を与えていると言うことが
できるであろう。すなわち，マーケティング・チャネルにおいて製造業者が流通業者との関係を
拡張しようとする意図は，その製造業者がどれだけ長期志向を持っているか，ひいては，その流
通業者がどれだけ自身の資産特殊性を高めているかということによって規定されるとともに，流
通業者がどれだけ機会主義的行動を慎むかによって規定される，という仮説が裏付けられたと見
なすことができるだろう。
　本論の分析が示唆する最も重要な知見の１つは，資産特殊性，機会主義，および長期志向とい
う３つの規定要因がマーケティング・チャネルにおける協調的関係に対して影響を及ぼすという
ことである。製造業者が協調的関係を構築しようとするか否かということには，正負両方の要因
が関わっている。流通業者に資産を特殊化させた製造業者は，その流通業者との間に協調的関係
を構築するか，それとも彼らをホールドアップするかというトレードオフに直面するであろう。
既存の関係性マーケティング研究は，マーケティング・チャネルにおける協調的関係に影響を及
ぼす正の規定要因を識別することに失敗してきたが，その理由は，部分的に，彼らが関係性の拡
張を外生変数として扱ったからであると考えられる（Heide & Miner 1992; Weiss & Kurland 1997）。
本論は，この主要な構成概念を内生変数としてモデル化し，さらには，そのモデルを定量データ
によって成功裡にテストすることができた。
　その他の知見の１つは，マーケティング・チャネルにおける流通業者の資産特殊性は，製造業
者の長期志向を高める傾向にあり，それゆえ，協調的関係拡張意図を高めるであろうということ
に関連している。このことは，資産特殊性が短期志向とホールドアップ問題をもたらすという既
存の取引費用モデル（Williamson 1975, 1985; Klein et al. 1978; Anderson 1988）の主張より，むしろ，
１回限りのゲームにおいては裏切りが発生する傾向が高いのに対して，無限回のゲームにおいて
は協調が発生する傾向が高いという繰り返しゲーム理論の主張を支持している。このことに関連
して，関係性マーケティング研究は，マーケティング・チャネルにおける協調的関係に対して資
産特殊性が及ぼす影響として，負の影響ではなく正の影響に焦点を合わせている（Rokkan et al. 

2003）。その点において，本論は，ある特定の製造業者によって製造された製品に適合するよう
にカスタマイズされた流通サービスを創造することができるという資産特殊性の正の影響を成功
裡にモデル化することができたのである。
　本論のさらなる知見の１つは，流通業者の機会主義はマーケティング・チャネルにおける関係
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を拡張しようとする製造業者の意図を引き下げるということに関連している。協調的関係が機会
主義が低い場合に生じやすいということは，機会主義は人間本来の生来的な性質であるという取
引費用モデルの仮定（Williamson 1975, 1985）より，むしろ，長期的関係を構築しようとする企業
の志向はパートナーの信頼性による正の影響を受けるという関係性マーケティング研究の仮説
（Ganesan 1994）を支持している。

５．結論

　マーケティング・チャネルにおける協調的関係のメカニズムを理解するという課題は，現代の
関係性マーケティング研究にとって中心的な論題であり，多くの研究努力が，チャネル・メンバ
ーの協調的関係拡張意図の先行条件の吟味に費やされてきた。しかしながら，ある特定の製造業
者によって製造された製品に適合するようにカスタマイズされた流通サービスを提供する際に，
ホールドアップ問題を生じさせることなく関係性が維持されているのはなぜかという問題に対し
て，既存研究が提案してきた解答はいずれも不完全な解答ばかりであった。そこで，本論は，あ
るマーケティング・チャネルにおいて製造業者が流通業者との協調的関係を構築・維持しようとす
る理由を示す因果モデルの構築と実証を試みた。繰り返しゲーム理論の観点を援用することによ
って，もし流通業者が資産特殊性を高めて，ある特定の製造業者が製造する製品に適合するよう
にカスタマイズされた流通サービスを提供するならば，製造業者が協調から得られる長期利益は，
裏切りもしくは流通業者へのホールドアップから得られる短期利益よりも高くなると考えられる
であろう。強調されるべきことに，このことは，本論において，定量データを用いた実証分析に
よって，経験的に支持された。
　製造業者は，自社製品に適合するようにカスタマイズされた流通サービスを提供するために資
産を特殊化することを流通業者に対して促したい場合には，自分自身に協調的関係を拡張する意
図があることを流通業者に対して知らせることが重要であろう。そうすれば，流通業者の機会主
義的行為は減じられ，製造業者は協調的関係を拡張することができると考えられる。さらに，流
通業者の長期志向を促進することもまた重要である。協調的関係がより生じやすくなるのは，製
造業者の協調意図が強固であることを流通業者に知覚させられる場合である。このように，関係
性マーケティング研究の主要な理念でもあるチャネル・メンバー間の相互理解が重要なのである。
　さて，本論は製造業者の協調的関係拡張意図を描写した因果モデルを構築・実証することに成
功したものの，さらなる研究が必要である。「因果モデル」という名称にもかかわらず，SEMは
構成概念間の因果性を保証するわけではなく，ただ単に弱く相互関連性を示すのみである。なぜ
なら，パスの方向を逆にしたような代替的モデルであっても，モデルはデータに適合するかもし
れないからである。さらに，本論のモデルは，製造業者の意思決定にしか焦点を合わせていない
ため，今後の研究においては，流通業者の意思決定を吟味する必要があると考えられ，また，こ
れに関連して，製造業者─流通業者のダイアド・データを用いて，双方の意思決定を同時に描写
するモデルを構築し，その実証を試みることも興味深い課題であると考えられるであろう。結論
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として，本論はいくつかの限界を有しているものの，マーケティング・チャネルにおいてホール
ドアップをもたらすことのない協調的関係の規定要因を明かすための布石として見なすことがで
きるであろう。
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